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	　　　　　　　　課
	委　託
監督員

	課　長
	係　長
	係　員
	

	
	
	
	


施　工　計　画　書
令和　　年　　月　　日
（あて先）
福岡市長
受注者  会社名
現場代理人氏名　　　　　　　       
令和　　年　　月　　日契約した請負工事の施工について、次のように計画しましたので提出します。
契約件名　
Ⅰ　総合施工計画書
※　施工計画書は、受注者が当該工事で実際に施工する事を具体的に文書にし、その記載内容にそった施工を約束するものである。記載事項は、工期、安全管理、使用機材、施工方法、養生等で、以下その記載項目を記述する。
１．工事概要
２．付近見取図  (搬入ルート図等含む)
３．受注者の組織
（１）現場施工体制組織表
・受注者の組織を記入する。
・記載例に該当しない役職は記載の必要はない。
・「協力業者」には、別に保温、塗装工事等を他の会社に依頼する場合に記入する。
	
	社　　長
	

	
	

	

	
	
	

	
	

	

	
	
	

	
	

	（会社側）

	
	
	

	（現場側）

	
	専任・非専任

	
	現場代理人
	
	
	主任技術者
	

	
	
	
	
	

	
	

	

	

	
	
	

	
	担　当
	
	
	担　当
	
	
	協力業者
	

	
	
	
	
	
	
	
	担　　当
	


（工事内容）　　　　　　（工事内容）            （工事内容）
（２）現場管理体制
（２－１）現場管理体制：常時 ５０人以上（同一場所で建築･設備の元請･下請合わせて）

         （または統括安全衛生責任者を選任した現場）


	
	安全管理体制
	
	受注業者名
	統括安全衛生責任者

	
	
	
	
	

	
	
	

	通常
	
	元方安全衛生管理者

	建築受注者
	
	
	

	設備受注者
	

	
	
	設備工事　安全衛生責任者

	
	
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	協力業者
（別紙施工体系図参照）

	
	

	
	
	
	
	　 安全衛生責任者　

	
	災害予防体制
	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	

	

	
	
	防　　　災　　責任者
	

	
	
	
	

	
	

	
	
	防　　　火　　責任者
	

	
	
	
	

	
	

	
	
	仮設電気・検査担当者
	

	
	
	
	

	
	

	
	
	危　険　物　　責任者
	

	
	
	
	

	
	

	
	
	　　　　　　　責任者
	

	
	
	
	

	
	

	
	
	作業主任者 
	

	
	
	
	


※作業主任者欄は掘削・足場・溶接・酸欠・有機溶剤等の作業主任者を選任した場合に記載する。
※各責任者が元請け以外の場合は会社名も記入する。
（２－２）現場管理体制：常時 １０～５０人未満（同一場所で建築･設備の元請･下請合わせて）
	
	
	安全管理体制

	
	
	
	
	災害防止協議会

	
	
	
	
	


	
	安全衛生推進者

	
	

	
	
	

	
	災害予防体制
	

	
	
	

	
	
	

	

	
	

	

	
	
	防　　　災　　責任者
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	防　　　火　　責任者
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	仮設電気・検査担当者
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	危　険　物　　責任者
	

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	　　　　　　　責任者
	

	
	
	
	

	
	

	

	
	
	作業主任者 
	

	
	
	
	


※作業主任者欄は掘削・足場・溶接・酸欠・有機溶剤等の作業主任者を選任した場合に記載する
※各責任者が元請け以外の場合は会社名も記入する。
（３）　安全衛生管理計画概要
労働安全衛生法及び同規則に基づく災害防止協議会に加入し、統括安全衛生責任者の管理方針に従って安全衛生管理計画を実施し、安全作業の徹底、快適な作業環境の確立及び作業能率の向上に積極的に努めることにより、無事故及び無災害で工事を完了させる。
※安全衛生管理計画の作成及び教育にあたっては、福岡建設労務研究会発行の「安全ポケットブック」に基づき行うこと。記載例を参照のこと。
（４）  安全衛生管理計画表

※「主催」欄は、具体的に個人が特定できるように記入する。

	
	計画項目
	実施時期
	出席者
	主　催

（原則として氏名を記入）
	記　録

	
	 入場者教育
	随時AM8:30
	新規入場時
	現場代理人氏名
	入場者教育用紙

	
	 体　　操
	毎日AM8:00
	全　員
	朝礼担当氏名
	

	
	 朝　　礼
	毎日AM8:05
	全　員
	朝礼担当氏名
	安全日誌

	
	 安全常会
	毎日AM8:10
	全　員
	工事班長氏名
	安全日誌

	
	 危険予知
	毎日AM8:20
	全　員
	工事班長氏名
	安全日誌

	
	 安全ﾊﾟﾄﾛ-ﾙ
	毎日PM4:00
	安全当番
	安全衛生責任者

同推進者　等
	安全日誌

	
	 安全工程打合
	毎日PM4:30
	班長以上
	工事主任氏名
	安全作業指示書

	
	 定例工程打合
	毎日PM1:00
	現場代理人
	ゼネコン氏名
	会議議事録

	
	 週間工程打合
	作業第１日目

PM1:00
	現場代理人
	現場代理人氏名
	会議議事録

	
	 職場安全会議
	毎月１回
	全　員
	現場代理人氏名
	会議議事録

	
	 場内一斉清掃
	毎月１回
	全　員
	ゼネコン

担当者氏名
	

	
	 安全技術ﾊﾟﾄﾛ-ﾙ
	毎月１回
	当番制
	現場代理人氏名
	安全技術点検簿

	
	 災害防止協議会
	毎月１回
	現場代理人
	ゼネコン

担当者氏名
	会議議事録

	
	 安全大会
	毎月１回
	全　員
	ゼネコン

担当者氏名
	安全日誌

	
	 会社検査
	随時
	担当者以上
	会社検査担当

氏名
	安全技術検査表


（５）施工に必要な資格者
　　　　必要な資格と、資格者氏名を記載する。　　　

資格例

      ①  電気工事士（第１種、第２種）　②  特殊電気工事資格認定証
 　 　③  消防設備士（甲種）　　　      ④  足場組立等作業主任者
      ⑤  酸欠作業主任者                ⑥  アーク溶接作業主任者
      ⑦  危険物取扱責任者              ⑧  クレーン運転士及び移動クレーン運転士
      ⑨  ケーブル端末処理資格者        ⑩　建設用リフト運転
      ⑪　クレーン運転　　　　　　　　　⑫　巻上機運転
　　　⑬　玉掛技能　　　　　　　　　　　⑭　研削といし取替技能
　　　⑮　ガス溶接作業主任者　　　　　　⑯　ボイラー据付工事作業主任者

　　　⑰　ｅｔｃ

（６）  作業時間等(土・日・祝日・作業開始・終了時間等)
・作業時間        ：
・日祝日作業の有無：
・夜間作業の有無  ：

４．現場仮設計画
（１）仮設物の大きさ及び配置
※  工事対象建築物の周辺道路を含む地図上に記入すること。
①  工事標示板
②  現場事務所
③  仮囲い
④  搬入ルート   (必要に応じて広範囲の地図を使用し、平日と休日の2通りあるものなど複数ﾙｰﾄすべて記入する｡)
⑤　駐車スペース
⑥　作業場所
⑦　資材（機材）保管場所
⑧　足場
⑨　その他、発生材置場、産業廃棄物置場等も記入する。

なお、建築工事等にて設置する仮囲い等の仮設物についても記入すること。
監督員が求める注記等も記入する。
（２）電力・電話・給排水等の引込み並びに火を扱う場所
下記の例の項目について記入するが、仮設がない場合は「該当なし」とする。
①　電 力  引 込
②　電 話  引 込
③　給　　　　水
④　排　　　　水
⑤　火を扱う場所
⑥　有機溶剤（シンナー等）の保管場所
⑦　その他危険物等の保管場所
（３）工事施工のための仮設
下記の例の項目について記入するが、仮設がない場合は「該当なし」とする。
①　矢板・水替え
②　足場及びリフト
・足場：足場の種類、位置、高さ、ネットの有無、壁つなぎの間隔、最大積載量、昇降の方法、足場の組立て等作業主任者の氏名などについて、詳しく記載してください。
③　運　搬
④  養　生
⑤　揚重機
※②、③項の内容について、必要に応じて図中に記入する。(色分け等にて明瞭化することが望ましい｡)
（４）仮設物の期間
仮設物の設置期間。工期または、工事予定日等を記入する。
５．予想される災害・公害の種類と対策
	予想される災害
	対　　　      策
	備　考

	 １．墜落災害
 ２．建設用機械等による災害
 ３．落下物災害
 ４．交通事故
 ５．火災事故
	１．安全帯活用の指導
２．開口部廻りの養生・標識
３．作業床を確実に設置
４．ロ－リングタワ－の正規な設置方法・取扱の指導及び点検
５．足場架台の正規な組立方法取扱の指導及び点検
６．脚立・梯子の正しい使用方法の指導及び点検
７．安全通路の確保及び通行指導

８．危険場所区域の立入禁止ロ－プ及び標識の設置
９．高所作業の下方には安全ネットの設置
［クレーン･掘削機械･ﾊﾞｯｸﾎｳ等］
１．定期自主点検の実施
１．軽い材料は飛散しないように確実に固定させる
２．ペンチ・ドライバ－等の工具は確実に納められる工具袋を身につけるように指導する
３．材料揚重区域の立入禁止ロ－プ及び標識の設置
４．安全通路の確保

５．安全靴、ヘルメットの着用
１．交通ル－ル厳守の指導
２．駐車場確保の指導
３．運転日誌記入・速度記録計設置の指導
１．くわえタバコの作業禁止
２．喫煙指定場所の設置
３．現場事務所・詰所・材料置場等には消火器設置
４．火気発生作業箇所には防火シ－ト及び消火器を設置
５．整理・整頓・掃除の励行
６．防火責任者による作業終了後のパトロ－ル実施
	

	
	予想される災害
	対　　　      策
	備　考

	
	 ６．感電災害
 ７．機械工具による災害
 ８．酸素欠乏症等災害
 ９．火花塵埃災害
 １０．第三者障害
１１．その他


	１．持込電動機械工具の使用前点検及び定期点検
２．ＥＬＢ・接地の定期点検
３．仮設電気設備の定期点検
４．既存受変電設備停電作業は工事計画書を作成し、電気主任技術の立会のもと実施
５．既設建物改造では検電・接地を確実に実施
１．使用前点検の実施
２．溶接機・カッタ－等の工具は使用前点検を実施
３．定期点検の実施
４．使用方法の教育
［酸素欠乏症･硫化水素中毒］
１．第2種酸素欠乏作業箇所の把握
  　(浄化槽･ﾋﾟｯﾄ内･ﾏﾝﾎｰﾙ内等)
２．作業主任者の選任
３．酸素濃度の測定等
４．換気その他の処置
１．有資格者の確認
２．溶接機・カッタ－等の工具使用前点検を実施
３．防塵メガネ・防塵マスクの着用励行
４．消火器の設置
５．作業後の清掃実施
１．対人・対物賠償保険への加入
２．車輌は作業場出入口で一旦停止
３．既設建物区域の改修工事は作業後試験試運転を実施
４．同・施設利用者の業務、運営を考慮した仮設計画、安全通路の確保、標示板の設置、作業区域を明確にする等の処置を実施
５．同・作業後の片付清掃を実施
６．必要に応じて作業立会人を設置

	


６．出入口の管理
（１）関係者以外の立入禁止(第三者に対する対策等)
①　仮囲いを設置し、出入口の扉は施錠する。
②　工事専用の出入口を設定し、警備員を配する。
③　休館日に工事を行い、出入口は施錠する。
等を記入する。
（２）出入口の交通安全
①　進入、進出時には一旦停止。
②　児童（生徒、利用者等）に十分注意する。
等を記入する。
７．危険箇所の点検方法
（１）高所作業区域
①　高所作業場所は、機材・不用残材・工具の落下防止は基より、作業員の転落防止のために安全ネットの取付を行う。また、取扱責任者を決め日常点検操作を行う。
等を記入する。
（２）重量物搬入区域
①  空調室外機、高置水槽等の搬入区域は仮囲いし立入禁止の表示を行う。また、監視員により監視する。
等を記入する。
（３）掘削作業区域

　　①　掘削及び舗装範囲を監督員及び施設関係者に報告し、作業に伴う通行止めが生じる場合、協議・調整を行い、作業工程及び作業手順を取り決め、業務に支障が生じないよう努める。

　　②　掘削に伴い開口部が生じた場合、開口部の養生、標示板の設置、作業区画の明確化等、必要な処置を行う。

　　③　掘削箇所において仮復旧が生じた場合、路面との段差は緩やかにすり付け、段差ありの標示板を設置する。

　　等を記入する。

８．緊急連絡体制（夜間も含む）
※　携帯電話、ＰＨＳ等の電話番号も記入すること。必ず現場代理人との連絡方法を記入する。既存施設内で行う工事は、施設管理者の連絡先も記入のこと。
	
	災害防止協議会会長等
	
	事故発生

	
	氏　名:
	
	
	

	
	会社名:
	
	発　見　者

	
	会社℡:
	
	
	

	
	自宅℡:
	
	
	
	

	
	携帯℡:
	
	
	現場代理人
氏名　:　
会社℡:　   -
携帯℡:     -     -
自宅℡:     -
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	監　督　員
	
	
	
	救急車
℡:  １１９

	
	　　　　　　　　課
	
	
	
	

	
	氏名　:
	
	
	

	
	平日℡: 　　-
	
	
	
	救急病院
℡:

	
	休日夜間（係長）

携帯℡:    -     -
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	受注者

平日℡: 　　-
夜間℡:
	
	
	所轄警察所
℡:

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	所轄消防署
℡:

	
	
	水道局サービス公社

℡:
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	瓦斯事業者
℡:
	
	
	所轄労働基準監督署
℡:

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	九州電力
℡:
	
	
	NTT西日本福岡支店
フリーダイヤル
℡: 0120-444113

(電柱、ケーブル等の損傷時)

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	施設管理者
℡:
	
	
	

	
	
	
	
	
	


９．火災予防
（１）現場事務所
①　消火器を設置し、灰皿、ゴミ等は毎日業務終了後片付けて帰る。
等を記入する。
（２）作業員詰所・材料置場
①  消火器及び水バケツを設置し、作業終了後は清掃して帰る。
②  灰皿は必ず毎日片付けて帰る。
等を記入する。
（３）現場内
①　現場には、喫煙場所を設置し作業中のくわえタバコは禁止する。(小中学校敷地内禁煙)
②　作業終了後吸殻入れは必ず片付けて帰る。
③　火気使用場所は消火器又は水バケツを設置する。
等を記入する。
１０．夜間警戒
（１）工事期間中
①  必要に応じ警備会社に委託し定期巡回する。
等を記入する。
（２）配管布設期間(令和　年　月 ～ 令和　年　月)
①  配管類は資材保管場所を確保し、仮ドアにて施錠する。
等を記入する。
（３）機器搬入後
①  機器保管場所を確保し、仮ドアにて施錠する。
等を記入する。
（４）機器据付以後
①　機器据付後は、機器の施錠及びシ－トで養生しておく。
②  竣工検査後も工事引渡しまで、受注者にて警備する。
等を記入する。
１１．服務規則
（１）服　装
①　作業員の作業服は、所属会社の指定服とする。
②　技術者の事務服は、現場用を準備する。
等を記入する。
（２）ヘルメット、安全靴
①　作業員は、所属会社のヘルメット・安全靴を着用する。
②　技術者のヘルメットは、現場用を準備する。
等を記入する。
（３）腕　章
①　現場代理人は現場に入場する場合は、腕章を着用する（※監督員と協議のこと）
等を記入する。　
（４）入場許可証
①　入場許可証は、前記の服務規則に合格した者以外には交付しない。
②　技術者及び作業者とも現場に入場する場合は、指定の入場許可証を携帯し入出時に提示する。
等を記入する。　
１２．工程表
※ 自社の様式がない場合、工事工程表(参考資料 体-7)を参考とし添付する。

１３．工事写真
（１）使用機材
①　本工事では、工事写真ソフトウェア「〇〇〇」を使用する。
　（※使用ソフトの信憑性確認適合証を確認資料として添付する。）
等を記入する。
Ⅱ　工種別施工計画書　記載例　（電気設備工事）
１．工事一般
　（１）建築、機械設備工事等との施工区分
　　　①　梁貫通孔、壁型枠孔及びその補強
        ア　設計図書の工事区分表による。ただし、位置、大きさ等は当社にて施工図に記入する。
　　　②　盤類等の基礎
　　　　ア　①項に準ずる。
　　　③　自動制御用配線
　　　　ア　①項に準ずる。
　　　④　電力会社等の施工区分
　　　　ア　電力会社・・・・構内１号柱のＰＡＳ１次側端子接続まで
        イ　ＮＴＴ・・・・・保安器取付及び保安器１次側接続まで
　（２）機材搬入方法
　　　①　時　期
　　　②　搬入ルート
        ア　当計画書 Ⅰ－２－（１）の搬入ルートで機材の搬入を行う。
　　　③　方　法
        ア　電線管、電線、ケーブル、器具類及び付属品等は工事工程に見合った数量で分割搬
　　　　　　入する。
        イ　搬入した資材は写真撮影する。
　　　④　養　生
        ア　機材置場を確保し、仮ドアにて施錠する。
　（３）機材の保管場所
　　　①　電線管及び付属品等の配管類
　　　　ア　場内に３ｍ×４ｍ程度の材料置場を確保し、パイプ棚、付属品棚を設けて保管する。
　　　②　電線及びケーブル等の配線材料
　　　　ア　場内に６ｍ×４ｍ程度の材料置場を確保し、電線棚を設けて保管する。ケーブルドラムは整然と並べ材料置場は仮囲いして施錠する。
　　　③　電気器具等
　　　　ア　当計画書のⅠ－２－（１）の仮設倉庫に保管する。照明器具等の数量が多い器具は
　　　　　　工程に必要な数量に分割して納入し、作業場に仮置きする。
　（４）作業場所
　　　①　加工及び塗装場
        ア　電線管、プルボックス等の加工作業に２ｍ×４ｍ程度の加工場を場内に確保する。
        イ　金属電線管の塗装作業に４ｍ×４ｍ程度の塗装場を場内に確保する。
      ②　場内での作業  
        ア　建築躯体及び仕上工程に従って作業し、作業後は整理整頓する。
　　　③　足　場
　      ア　２ｍ未満の高さで作業する場合は、脚立足場、うま足場等を利用する。うま足場の足場板は３点以上の支持物に緊結(２点支持の場合は２枚重ね)し、はね出しの長さは10cm以上足場板の18分の1以下、積載重量は150kg/1スパン(脚立間は100kg以下)とすること。
        イ　２ｍ以上の高さで作業する場合は、（枠組足場、単管足場、ローリングタワー、リ
　　　　　　フト車）を利用する。
　　　④　作業工具
        ア　配　　管・・・・・・・高速カッタ、パイプセット、リーマ、コードリール、　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電気ドリル、防塵メガネ、台車、金鋸、消火器
        イ　プルボックス取付・・・電気ドリル、コードリール、リーマ、ホルソ、　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　ノックアウトパンチ、消火器
        ウ　ケーブルラック取付・・電気ドリル、高速カッタ、アーク溶接機、ハンマー　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　吊上げ用金車
　      エ　幹線配線・・・・・・・ドラムジャッキ、延線ローラ、滑車、ケーブルカッタ　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　ロープ、電動ウインチ、プーリングアイ
        オ　入　　線・・・・・・・呼び線、脚立、ウェス、ナイフ、電線リール
        カ　器具取付・・・・・・・小型電気ドリル、コードリール、圧着工具、絶縁抵抗計、
　　　　　　　　　　　　　　　　　接地抵抗計、ストリッパ、ナイフ、工具袋、脚立
      ⑤　工　　法
（６）産廃処理（発生材処理）計画
	廃材
	区分
	収集運搬
	処理場等
	運搬距離
	備考

	電線・電線管
	発生材

又は

産廃
	自社

又は

○○興業
	○○回収業者
○○処理場
	○○㎞
	なるべく発生材処理してください。

	ﾄﾗﾝｽ3φ50KVA
	発生材

又は

産廃
	自社

又は

○○興業
	○○回収業者
○○処理場
	○○㎞
	PCBの有無をチェックし、有りの場合報告します。

	蛍光灯
	発生材

又は

産廃
	自社

又は

○○興業
	○○回収業者
○○処理場
	○○㎞
	〃

	梱包材
	発生材

又は

産廃
	自社

又は

○○興業
	○○回収業者
○○処理場
	○○㎞
	

	コンクリートくず
	産廃
	自社又は

○○興業
	○○処理場
	○○㎞
	

	電柱
	〃
	自社又は

○○興業
	○○処理場
	○○㎞
	１ｍおきに切断します。


２．配管配線工事
（１）コンクリート埋設配管
　　　①　管相互の接続方法
        ア　金属管・・・・・カップリングの中央で管が接するように行い、十分に締め付ける。
        イ　ＰＦ、ＣＤ管・・・専用カップリングを使用し確実に行う。(ＣＤ管のカップリングはコンクリート埋設とする)

　　　
　　　②　管とボックス類の接続方法
        ア　金属管・・・・・管とボックスは直角に取付ける。
        イ　ＰＦ、ＣＤ管・・・専用カップリングを使用し確実に行う。(ＣＤ管のカップリングはコンクリート埋設とする)

　　　③　鉄筋等への結束方法及びその間隔
        ア　金属管・・・・・鉄線で鉄筋に２ｍ以下の間隔で結束する。なお、管相互の接続部及びボックスより０.３ｍ以内で管端を固定する。
        イ　ＰＦ、ＣＤ管・・・バインド線又は専用支持金具で鉄筋に１ｍ以下（曲がり部分等は
　　　　　　　　　　　　　　０.５ｍ以下）の間隔で結束する。なお、管相互の接続部及びボックスより０.３ｍ以内で固定する。　　
　　　④　管相互及び管と型枠との間隔
        ア　金属管・・・・・管相互は２５㎜以上、型枠とは２０㎜以上（耐力壁、柱、梁は３０㎜以上、直接土に接する部分は４０㎜以上）の間隔を取る。
        イ　ＰＦ、ＣＤ管・・・管相互及び配筋とは３０㎜以上、型枠とは２０㎜以上（耐力壁、　　　　　　　　　　　　　　　柱、梁は３０㎜以上、直接土に接する部分は４０㎜以上、梁　　　　　　　　　　　　　　　　と平行する部分は１００㎜以上）の間隔を取る。
　　　⑤　平面打継ぎ部分の養生方法等
        ア　金属管・・・打継ぎ面より十分に立上げ支持金物等で固定し、管端は樹脂製ねじ込
　　　　　　　　　　　　みキャップ等で養生する。
        イ　ＰＦ管・・・打継ぎ面より十分に立上げ支持金物等で固定し、管端は樹脂製キャッ
　　　　　　　　　　　　プ等で養生する。
　　　⑥　ボンディングの要否及び種類、方法
        ア　金属管・・・接続線は裸軟銅線とし、接地線と電線管の接触部の塗装を剥ぎ施工すること。ねじ込み接続及びネジなしにて接続する箇所は省略する。
　　　　　　　　　　　　なお、ねじ込み接続の送り接続部分はボンディングを施すこと。
（２）隠ぺい配管
　　　①　支持金物の種類及び支持方法
        ア　二重天井と梁とのスペースが取れない箇所は、梁にスリーブを入れる。
        イ　吊りボルト、サドル、クリップ、ハンガー等で支持する。なお、配管は他工事で設
　　　　　　けるダクト等に直接支持しない。
      ②　支持間隔
        ア　金属管・・・２ｍ以下とし、ボックス等の接続部より０.３ｍ以内で固定する。 
　　　　イ　ＰＦ管・・・１.５ｍ以下とし、ボックス等の接続部より０.３ｍ以内で固定する。
　　　③　防火区画貫通部の処理方法
        　国土交通大臣認定品の貫通部防火処置材を使用し適正な処理後、工法表示ラベルを

貼ること。又は金属管を各１ｍ突き出し、管端は耐熱シール等で密閉する。
　　　④  ボンディングの要否及び種類、方法
        ア　金属管・・・接続線は裸軟銅線とし、ねじ込み接続及びネジなしにて接続する箇所
　　　　　　　　　　　　は省略する。
（３）露出配管
　　　①　支持金物の種類及び支持方法
        ア　配管は美観を考慮し、造営材に垂直又は平行とする。
        イ　機械室及びパイプシャフト内の配管は、特に他工事との取合いが重要なので相互の
　　　　　　施工図及び保守を検討する。
　　　　ウ　通路部分の床上配管はしない。また、天井配管は支持物を含む取付高さを２.１ｍ
　　　　　　以上とする。       　　
        エ　壁面配管の床上２ｍ以下のサドルに上部が鋭角な物は使用しない。
        オ　屋外の支持金物はＳＵＳ製又は溶融亜鉛メッキ仕上げのものとする。
　　　②　支持間隔
        ア　金属管・・・２ｍ以下とし、ボックス等の接続部より０.３ｍ以内で固定する。
　　　　イ　ＰＦ管・・・１ｍ以下とし、ボックス等の接続部より０.３ｍ以内で固定する。
　　　③　防火区画貫通部の処理方法
　　　「（２）天井隠ぺい配管」における「防火区画貫通部の処理方法」と同じ。

　　　④　外壁貫通部の防水処理方法
        ア　コンクリートと電線管のすき間にポリサルファイドシーリング材等を施し、管先端
　　　　　　を下向きにする。
        イ　パラペット部分及び配管塔の部分は、防水層を傷つけないようにする。
　　　⑤　塗装の要否、種別、方法及び色別等
        ア　塗装する部分・・屋外露出配管部分
        イ　種　別・・・・・屋外（普通・耐塩）屋内（普通）
        ウ  方　法　・・・・１回目（エッチングプライマー処理）
２回目（下塗り）
　　　　　　　　　　　　　　３回目（上塗り）
                            塗装は配管施工前に行い、施工後補修を行う。
        エ　色　別・・・・・特記仕様書による。
　　　⑥　ボンディングの要否及び種類、方法
        ア　金属管・・・接続線は裸軟銅線とし、ねじ込み接続及びネジなしにて接続する箇所
　　　　　　　　　　　　は省略する。
（４）配　　線
　　　①　電線の種類及びその色別
        ア  電線の種類は設計図書による。
        イ　色別は電気設備標準仕様書による。
　　　②　心線相互の接続方法
        ア　強電線は圧着スリーブ、電線コネクタ、圧着端子等を使用し、電線に適合した接続
　　　　　　金具にて行う。
        イ　通信ケーブルはひねり接続後絶縁コネクタを、データ回線は専用のコネクタを用い
　　　　　　て行う。なお、架空ケーブルはひねり接続後はんだ揚げし、ＰＥスリーブを用いて
　　　　　　行う。
        ウ　屋内通信線は銅スリーブにて行う。
      ③　接続部分の絶縁処理方法
        ア　絶縁電線相互は、自己融着テープ後に絶縁テープ等により行う。
        イ　低圧ケーブル相互は、シースと同等以上の効力を有する絶縁テープ巻付けか、合成
　　　　　　樹脂モールド工法にて行う。
        ウ　高圧ＣＶＴケーブル相互の接続は、合成樹脂モールドによる方法で行う。
        エ　高圧ＣＶＴケーブルの端末処理は、ゴムストレートコーン差込みによる方法か合成
　　　　　　樹脂モールドによる方法にて行う。
        オ　通信ケーブルは接続部にプラスチックテープを巻付け、ビニール電線保護カバー、
　　　　　　粘着アルミテープを用いて防護し、ビニールテープで仕上げる。
　　　④　耐火電線等の接続及びその耐火処理方法
        ア　耐火ケーブル相互及び耐熱ケーブル相互は、「耐火・耐熱電線認定業務委員会」の
　　　　　　認定を受けた材料及び工法により行う。
        イ　耐熱ビニル電線相互は、使用する電線の絶縁物、シースと同等以上の絶縁性能及び
　　　　　　耐熱性能を有するもので行う。
３．機器据付工事
（１）機器の支持及び機器の据付方法
　　　①　アンカー
　　　　ア　アンカーボルトは施工図により下記の手順で墨出しし、取付を行う。また、チャン
　　　　　　ネルベースも同様に取付ける。
　　　　（ア）壁仕上げの返り墨を基準とし、アンカー基準心墨を施工図どおり床面に出す。
　　　　（イ）基準心墨より各ボルトの位置の心墨を出す。
　　　　（ウ）アンカーを固定する。
　　　　イ　アンカーボルトの施工法は、受変電機器の据付には箱抜きアンカーで、分電盤・制
　　　　　　御盤等は後打ちアンカーの方法を採用する。
（２）据付精度
　　　①　機器の据付は部屋内の奥から仮据付を行い、最後に機器固定を行う。　　
　　　　　据付方法は下記手順にて行う。
　　　　ア　配電盤等のチャンネルベースは床仕上げ返り墨を基準にベース天端墨を壁面に出し
　　　　　　水糸を張り、これに合わせてアンカーボルトに仮締め固定する。
　　　　イ　トランシット及び水準器を用いチャンネルベースを左右、水平及び垂直に調整しな
　　　　　　がら本締め固定する。
　　　　ウ　機器はナットを仮締め後施工図の配置寸法に従ってライナ、スペーサー座金を使用
　　　　　　して微調整し、誤差を少なくして本締めを行う。
（３）関連工事の別途機器との取合い条件等
　　　①　機器及び２次側配管配線・・・・・・・・・・・・・・・各別途業者
　　　②　別途機器への電線接続（直接接続に限る）・・・・・・・電気工事
（４）機器据付後の養生
　　　①　据付後の機器は、工事期間中発泡スチロールもしくはベニヤ板で仮囲いし損傷防止を
　　　　　図る。
　　　②　ＥＰＳ、機械室等の機器は、防滴、防水を図るためビニールシートで養生する。
　　　③　地下機械室等の湿気の多い場所は季節に応じて除湿器を設置する。
      　
４．接地工事
 （１）　設計図書により施工する。なお、接地箇所及び種類は次のとおりである。
      ①  Ａ種接地工事
　　　②　Ｂ種接地工事
　　　③  Ｃ種接地工事
　　　④  Ｄ種接地工事
　　　⑤  弱電用接地工事
５．耐震措置
　　　①　配電盤、機器は地震時の水平移動、転倒の防止を図るため適正なアンカーボルトで固
　　　　定する。なお、変圧器等の防振支持にはストッパーを設ける。
　　　②　アンカーボルトは地震時の引抜荷重及びせん断応力を計算し、許容以下になるように
　　　　選定する。
　　　③　アンカーボルト選定の耐震計算書は必要に応じて提出し確認を行う。
　　　④　卓上機器は地震時の大幅な移動、転倒しないように防止策を図る。
６．試験、検査
（１）官庁等検査を受ける工種は次のとおりである。
　　　①　自家用電気工作物・・・・・・・・・・・九州産業保安監督部
　　　②　消防用設備等・・・・・・・・・・・・・所轄消防署
　　　③　昇降機・・・・・・・・・・・・・・・・福岡市建築局指導部
　　　④　一般用電気工作物・・・・・・・・・・・電気事業者各営業所
　　　⑤  移動式クレーン・・・・・・・・・・・・労働基準監督署
（２）機材の試験を行う内容は次のとおりである。
　　　①　
　　　②
　　　③
　　　④
　　　⑤
　　　⑥
（３）施工の試験を行う内容は次のとおりである。
      ①
　　　②
　　　③
　　　④
　　　⑤
　　　
７．試運転調整
　　　①　別途工事盤・・・・・・・・・・・・・電源・回転の確認のみ電気工事
　　　②　別途工事電気機器・・・・・・・・・・電源・回転の確認のみ電気工事
　　　③　電気工事盤類、電気機器・・・・・・・電源・回転・試運転等全て電気工事
      ④　電気工事弱電機器・・・・・・・・・・試験調整全て電気工事
      ⑤　電気工事防災機器・・・・・・・・・・試験調整全て電気工事
８．社内検査
①　体制・時期等
②　内容・要領等
③　社内検査における不合格項目の再検査
※　他に自社にて計画している事項、自社書式に記載している事項等について、追記してもかまわない。

Ⅱ　工種別施工計画書　記載例　（機械設備工事）　
１．工事一般
（１）建築、電気設備工事との施工区分
１）機器据付工事
①  コンクリート基礎
②  インターロック及び電源
③  試運転調整
該当しない場合は「該当なし」と記入する 
２）配管・ダクト工事
①  梁貫通孔、壁開口及びその補強
②  防火区画、耐震壁等
③  天井吹出口用枠及び点検口
④  外気ガラリ
該当しない場合は「該当なし」と記入する。
(参考)【電気との取合い】
１．施工範囲の確認
１）二次側電源
２）接地(ア－ス)(盤、機器、電線管)
３）制御装置、制御盤
４）非常電源
５）水槽(タンク)類、配管、ダクト等への電気配管、配線支持
※　協議不足による機器具電源なし
(参考)【建築との取合い】
１．床の構造、厚さ及び強度(機械室等)
２．防火区画、防煙区画及び耐震壁の位置
３．防火区画等の貫通部の処理
４．天井高及び天井内の有効寸法、天井伏せ
５．梁貫通部、開口部等の寸法及び補強
６．点検口の位置及び大きさ
７．トレンチ及びシャフトの有効スペ－ス
８．基準地盤高さ及び地耐力
９．建物基準芯等からの関連寸法
１０．ダクト工事
１）ドア、ギャラリ－及び外壁ギャラリ－の位置及び大きさの確認
（２）機器材搬入方法(通路、開口部、養生、クレーン使用等)
※　吊上げ能力 ２０ ton 以上を使用する場合は、別途「下請負人(建設用重機械使用)通知書」(様式集 施－7)を提出　※  該当しない場合は「該当なし」と記入する。
１）機器
①　
②　
２）機材(配管・ダクト材等)
①　
②　
（３）機材(配管・ダクト材等)の保管場所
①
②
※ 保管場所が必要ない場合は、｢分割搬入のため現場に保管しない]等の旨を記入する。
（４）作業場所(位置、足場、高所作業)
① [足場]は２ｍ以上の場合、実際に使用する具体的な足場を記入する。
② ｢作業工具｣は記載例を参考に、実際に使用する工具類を記入する。 
（５）産業廃棄物の処理方法
※　処理計画、運搬方法、中間処理業者及び最終処分業者を想定される廃棄物毎に記入してください。
１）処理の確認(写真)
① 構外搬出状況(現場からの搬出時及び処分地の写真要)
※　搬入機材の梱包材を廃棄する場合は、産業廃棄物となります。
また、工事現場で発生した材料を処分する場合は、適正に処理すること。
２）処理の確認(書類)
① 「産業廃棄物収集運搬業許可証・産業廃棄物処分許可証」の写し提出（必要な場合のみ）
（６）残土処理方法
１）処理の確認(写真等)
① 構外搬出状況(現場からの搬出時の写真要)
② 運搬トラックの重量指定、捨場敷き均し等が記載されている場合は、それらの確認
（７）発生材(スクラップ)の処理方法
１）取扱業者に依頼する場合
発生材の搬出・処理確認(写真)
２）自社保管の場合
指定場所での保管状況の確認(写真)
（８）関係法規との適合
（９）官公庁その他許認可、届出書類
(参考)【貫通部の処理】(空調、ダクト、煙道含む)
１．貫通部の補修及び仕上げの状態確認
２．管座金(シ－リング・プレ－ト)の取付確認（天井、床、壁等を貫通する見え掛かり部）
３．防火区画貫通部の処理(前後１ｍの部分、不燃材の使用確認)
４．防水層貫通部の処理
５．屋外貫通部のコ－キングの状態確認
６．屋上の機器類、架台、アンカ－の防水処理
７．床貫通部の保温材の保護
８．熱膨張(給湯配管等)に対する貫通部の施工状態確認
(参考)【支持(サポート)関係】(配管、ダクト等)
１．支持(固定)方法、材料及び支持状態の確認
２．支持及び固定金物の位置、支持間隔及び振れ止め方法の確認
３．インサ－ト(ダクト含)の材質、形式、寸法、位置、強度、取付間隔及び種別明示の確認
４．防振支持の場合は、防振ゴムの種類、取付状態の確認
(参考)【スリ－ブ(箱抜き)】
１．配管施工図との照合
１）スリ－ブ(穴明け共)の位置、材料及び材質
２）スリ－ブの寸法(管の外径及び管の勾配並びに保温厚を考慮(ダクト含))
３）スリ－ブ(穴明け共)の型枠、鉄筋等への固定方法(補強)
(参考)【土　工】
１．埋め戻し、整地状態
２．締め固め転圧、水締め状態
３．アスファルト舗装部の仮、本復旧状況及び養生期間(１週間以上)の確認
４．弁ボックス内のチップ入れ
５．管の埋設深さ(土被り)の確認
公道部 　            　   １,２００　ｍｍ　以上
（団地内）車両通行部           ６００  ｍｍ　以上
（団地内の）その他             ３００  ｍｍ　以上
６．コンクリ－トの種類等が指定されている場合の確認(写真又は証明書等)
２．機器据付工事
（１）機器据付方法(アンカー、耐震計算書、据付精度等)
①　
②　
（２）機器据付後の養生
①　
②　
(参考)【機　器】
１．仕様・性能の確認
１）契約図書等、承諾図、機器の銘板、主要部の寸法、構造等の照合
２）性能試験成績表、ミルシ－トのチェック
３）電動機出力及び始動方式のチェック
２．銘板は、見やすい所に取付け又は貼付するものとし、水中ポンプ等、通常水没又は埋没する様な機器については、機器本体とは別に一枚見やすい所にとりつける。
３．機器の組立状態の確認(ボイラ－等)
４．据付状態の確認
１）固定状況(基礎ボルト、取付ボルトの締付け状態)
２）軸芯調整状況
３）レベル(水平度)チェック
４）ベルトの張り
５．機器の設置位置の確認
１）オイルサ－ビスタンクとの保安距離(ボイラ－等)
２）可燃物との距離(煙道等)
３）壁、天井との間隔(ファンコイルユニット、放熱器等)
６．換気設備(ガス給湯器等)
１）フードとの距離等
７．付属品の取付状態
１）バ－ナ－装置(ボイラ－、温風暖房機、その他の装置)
２）水槽・タンク類
・電極、防波板、通気管の有無
・マンホ－ル(黄銅製錠による施錠式)
・ボ－ルタップの作動状態確認
８．機器周りの接続配管の位置、寸法の確認
契約図書類、承諾図、施工図の照合
９．床、壁、天井との仕舞い、養生
１０．水槽、タンク類の消毒
１１．制御盤(ポンプ盤、自動制御装置等)
１）形状、寸法(板厚)、塗装その他仕様確認
２）取付状態の確認
１２．自動制御(空気計装)
１）検出器、調節器の取付位置及び取付方法
１３．外観の仕上げ状態の確認
１４．水槽・タンク類(貯湯タンク、膨張タンク等)
１）種類、形状、寸法、厚さの確認
２）溶接の良否
３）内部コ－ティングの種類、仕上げ状態の確認
１５．ア－スの確認
空調機、給湯器等
(参考)【衛生器具、排水器具、通気金物】
１．種別(類)、員数の確認
１）大きさ
２）水栓類(チェッキ付など)
２．取付位置(高さ)及び取付状態の確認
１）固定、水平、垂直状態(ぐらつき、緩み)
２）吐水口空間の考慮
３）操作性
４）取付後の養生
３．トラップの有無と封水深さの確認
１）ワン材質：樹脂製
２）封水深さ：５０～１００ mm
４．水栓と壁等の間のシ－リング、コ－キング等の処置状況
５．節水コマ、節水シ－ル「水を大切に」の確認
節水コマ：２０ mm はなし
６．タンクのボ－ルタップ(青玉:節水型、白玉であれば８ﾘｯﾄﾙを確認する)
７．手洗及び洗面器
Ｐシ－ルのチェック(オ－バ－フロ－させて漏水チェック)
(参考)【消防設備】
１．共通
１）消火機器(具)の位置、取付(据付)状態及び接続配管の位置、寸法の確認
２）ボックス及び取付ボルト、ナットの塗装
３）消火栓弁の締付け確認
２．屋内消火栓
屋内消火栓箱(寸法、板厚)
ホ－ス(寸法、長さ)・ノズル(寸法)
ホ－ス掛け(くし数)・結合金具
３．連結送水管
１）送水口、放水口の仕様確認
２）放水用器具格納庫
 ホ－ス(寸法、長さ)・ノズル(寸法)
（参考)【基　礎】
１．位置及び寸法
(契約図書類、施工図との照合)
２．基礎ボルト、ストッパ－等の位置、寸法及び材質
１）高置水槽のアンカ－：ダブルナット
３．配筋(サイズ、ピッチ等)及びコンクリ－トの配合(強度、スランプ等)
 生コンの場合：設計基準強度 １８ Ｎ/mm2(１８０ kgf/cm２　)以上、スランプ　１８　cm以下
４．モルタル仕上げの確認(機器基礎その他)
１）モルタルの浮きチェック等
５．基礎上面の水平度
６．耐震施工の場合は、基礎ボルト等の計算書のチェック
７．シ－リング水等が出る場合の基礎の排水溝、ピット及び排水目皿の確認
(揚水ポンプ等）
８．養生期間の確認
重量大なる機器、振動だいなる機器等の基礎は、十分な養生期間をとる
養生期間としては、設計基準強度が、２８日圧縮強度なので、上記の様な重要な場合は、設計強度が確保出来る期間とする
９．機器ベ－スの組立状態
３．配管工事
（１）作業工具と工法
①
②
（２）配管工法(要領)
①  管の接続方法
②  管の防錆方法
③  管の支持方法
（３）屋外埋設配管時の掘削、埋戻し(矢板、水替等含む)要領
「市街地土木工事公衆災害防止対策要綱」等準拠
①  建設用機械(掘削機械・バックホウ等)の使用状況(リース・資格等
(参考)【配　管】(給排水、給湯、消火、冷温水、冷却水等)
１．契約図書類、施工承諾図、現場の照合
(管種、形状寸法(口径)、規格、材質、数量等)
１）配管仕上げ状態
２）位置、配列状態
埋設管：埋設深度の確認
２．外面被覆管端防食継手(ＶＤ)の施工方式及び要領
３．各系統別水量の調整
１）冷温水及び冷却水配管
４．管の加工、接合方法及び養生の確認
５．配管のたわみ、湾曲、変形等のチェック
排水管(ＶＰ)
６．接続配管類の位置及び方法の確認
 (取出し位置、接続高さ)
１）水槽、タンク類
揚水管、給水管、排水管、オ－バ－フロ－管、通気管等
防虫網(オ－バ－フロ－管、通気管)
７．電食防止継手等の確認
異種金属間の電食防止策(ポンプ室パイロット管･ポンプ回り配管等)
８．機器周りの配管方法、分岐配管方法の確認
調和機、ファンコイル、蒸気コイル等
９．装置組立方法の確認
蒸気配管：トラップ装置等
１０．管内の洗浄、清掃及び消毒
１１．配管基礎の確認
１）栗石、砕石、コンクリ－トの厚さ(高さ)、寸法等
１２．押輪、継ぎ輪の数量確認
１３．空気溜まりにの有無(給湯設備等)
１４．鋳鉄管の数量チェック
水道局提出図面＋出庫(納入)伝票
１５．支持金物
材質、間隔、形状、塗装等
(参考)【配管付属品】
１．位置(取付)、種別、形状寸法、高さ、深さ、据付(取付)状態の確認
（流れ方向の指定がある場合はその確認）
１）弁類
２）継手類(伸縮(給湯)、防振、可撓、取外し)
３）空気抜き、ドレン抜き、蒸気トラップ、ドレントラップ
４）ストレ－ナ－、エア－フィルタ－
５）メ－タ－(量水器)
６）通気金物
２．弁類
１）種類、形状寸法、数量、規格の確認
２）弁スピンドルのキャップ取付、油脂類塗布状況
(参考)【屋外設備】(桝等)
１．弁・桝等の種類、形状寸法、数量、規格、位置及び深さ(高さ)の確認
１）メ－タ－ボックス、弁ボックス
２）点検口(桝・油配管等)
２．蓋類の種類、寸法、耐圧重量の確認
３．蓋類の盗難防止用鎖及びタ－ル系塗装の確認
４．弁・桝等の据付、仕上げ、施工状態の確認
１）インバ－ト
２）目地詰め
３）管口周り、蓋受け裏の補修
４）泥溜めの深さの確認(１５０ mm)以上
５．桝類の基礎の確認(写真)
１）栗石、砕石、コンクリ－トの厚さ(高さ)、寸法等
２）矢板、水替工等
６．間接排水の排水口空間
受水槽オーバーフロー：１５０ mm 以上
４．ダクト工事
（１）ダクト工法（要領）
① ダクトの接続方法
② ダクトの防錆方法
③ ダクトの支持方法
(参考)【風道・煙道】
１．形状、寸法(板厚含む)、数量、場所、位置の確認
２．製作、取付状態の確認(煙道、ボイラ－、湯沸器等)
１）継目
・板の折返し
２）補強
３）接続
・フランジ形鋼の寸法、間隔及びリベット、ボルトのピッチ
・パッキンの入れ具合
４）分岐、割込み方法
５）取付方法、取付(使用)ボルトの締付け状態
(参考)【風道(ダクト)付属品】(ダンパ－類等)
１．共通
１）形状、種類の確認
２）主要部の寸法、構造、材質及び機能の確認
３）取付方法、状態、位置、員数の確認
４）風道との接続状態
２．風量調整ダンパ－
１）ハンドル操作及び開度指針
(角度の食い違い調整)の確認
３．防火ダンパ－
１）検査口の確認
２）防火区画との関係
４．防煙ダンパ－
１）防火区画との関係
５．吹出口、吸込口等仕様(承諾図含)確認
６．継手類(伸縮、防振、可撓)の仕様(承諾図含)確認
７．排煙口及び手動開放装置操作箱
１）操作位置の高さ
２）使用方法の明示
８．風量測定口、掃除口等の確認
５．保温、塗装工事
（１）保温の施工方法(種別ごと)
①
②
（２）継目の処理方法
①
②
（３）外装材の防水処理方法
①
②
（４）塗装の施工方法
①
②
(参考)【塗装・防食（錆）】
１．塗装種別
１）発注塗装仕様(特記仕様書等)の確認
２）塗料(特殊塗料に関しては証明書等要)
３）仕上げ色
・配管等の識別のための色分け
・処理水(雑用水、中水)、井水管の弁、弁ボックス－若草色
２．下地処理、防錆処理及び塗装回数
１）防露、保温後の塗装
３．文字書(文体、色、標示体)、矢印等
管種、流体名称、流れ方向（矢印）
槽、タンク：名称、種類、容量
４．仕上げ状態(程度)(機器(水中ポンプ含)・配管等)の確認
１）塗装ムラ等
２）上塗り、補修塗装(タッチアップ)の状態確認
５．施工段階の確認(写真)
１）乾燥(養生)期間
２）屋外塗装時の天候(降雨、降雪等)
３）処理水(雑用水、中水)、井水管
裸管に塗装：コンクリ－ト内(若草色)、地中埋設(黄色)
４）埋設管の防食処理(油配管含む)
塗装、防食テ－プ、ジュ－ト巻き
６．蓋、蓋受類、蓋用鎖にタ－ル系塗装
　　桝等を汚さない様に注意すること
７．弁スピンドルの油脂類塗布
８．ダクト内面見え掛かり部の黒色塗装
(参考)【防食テ－プ】
１．防食テ－プの色別確認
１）上水管－黒色
２）中水管(工業用水、処理水)、地中－黄色
３）ガス－銀色
４）消火管－赤色
５）その他の管－黄色
２．防食テ－プ・アスファルトジュ－ト巻き
1/2ラップ、２回巻きの確認
３．防食テ－プの規格
JIS Z 1901 「防食用ビニル粘着テ－プ」の厚さ 0.4 mm とする
(参考)【標示、標識等】
１．機器名称、容量(タンク類)表示
２．表示テ－プ(１m 間隔、１ヶ所当たり３回巻きの確認)
上水－青色
中水－若草色
(防露する場合は、防露後施工)
３．標識テ－プの確認(埋設深さ)
４．標示杭、標示ピンの設置確認(矢印の方向)
５．弁類の標示札の取付確認
１）耐食性を有するワイヤ、鎖等にて札を取付ける
２）弁ボックス内：口径、行先標示
３）パイプシャフト：開閉標示
６．管の標示の有無(名称、矢印等)確認
７．工事標示板（特記仕様書記載時）を着手前に確認
(参考)【保温・防露・消音】(配管、ダクト、ダンパ－類等)の項を参考
１．契約図書類に基づく保温・防露・消音の有無及び仕様の確認
２．施工状態及び仕上げの状態の確認(機器･配管等を含む
３．種別、材料、厚さの確認(見本又は写真)
４．保温材の合わせ目及び継目の状態
５．亜鉛鉄線巻き及びテ－プ巻きの状態
綿テ－プのテ－プ幅の確認(ラップ幅が少ない場合がある)
６．亜鉛鉄板、ステンレス鈑等、外装板のはぜ掛けの仕上げ状態
７．アスファルト・ル－フィングとアスファルト・フェルトの使い分けに注意
８．菊座及び分岐、曲がり部等のバンド取付
９．保温見切り端部の保護
１０．ダクト支持部、フランジ部の施工状態
１１．風道用チャンバ－類の内張り状態

１２．被覆物(ヘッダ－、ストレ－ナ－、弁、フレキ等)の操作上の機能に支障のない様に施工すること
１３．冷水及び冷温水用の屋内露出配管で、呼び径 65 mm 以上の弁に取付けた着脱可能な亜鉛鉄板製カバ－の確認
１４．ドレンバルブは、保温、防露施工
１５．屋外露出バルブは、防露施工
１６．貯湯タンク、膨張タンク類は、保温施工
１７．給湯設備の保温の施工状態の確認

６．耐震措置
①
②
③
(参考)【耐震対策】
１．転倒、脱落防止処置
送風機、パッケ－ジ型空調機
２．防振基礎の場合
１）防振材の種類(ゴム等)
２）防振材の位置及び員数
７．試験、検査
（１）官庁等検査を受ける工種は次のとおりである。
①
②
（２）機材の試験を行う内容は次のとおりである。
①
②
（３）施工の試験を行う内容は次のとおりである。
①
②
(参考)【各種試験】
１．水圧(気密)試験(給湯管含)
埋戻し又は保温施工前に行う）
１）水道管直結管
試験圧力　　１．７５ ＭＰa　　　　　　　　　　   保持時間　１分以上
２）揚水管及び加圧給水、給湯管
試験圧力　　当該ポンプ全揚程に相当する圧力の２倍以上
最小　０．７５ ＭＰa　　　　　　　　 保持時間　６０分以上
３）高置水槽以降の配管
試験圧力　　静水頭相当圧力の２倍以上
最小　０．７５ ＭＰa                 保持時間　６０分以上
２．流(通)水試験
排水管
３．満水及び煙試験(埋戻し又は保温施工前に行う)
排水管、通気管
４．蒸気配管
水圧試験(保温施工前に行う)
試験圧力　　最高使用圧力の２倍以上
最小　０．２ ＭＰa　　　　　　　　　　保持時間　３０分以上
５．油配管
空気圧試験(埋戻し前に行う)
試験圧力　　最大常用圧力の１．５倍以上　　　　　　保持時間　３０分以上
６．水圧試験(ボイラー、ヘッダー類)
１）現場組立式ボイラ－
２）温水ヘッダー類
７．満水、漏水試験(タンク、水槽、貯湯タンク、膨張タンク類)
１）貯湯タンク
２）膨張タンク類
８．水道検針盤
模擬入力による試験
盤と各戸メ－タ－の誤接続チェック(現場代理人立会試験報告書を市へ提出)
９．消火栓(屋内、屋外)設備
放水試験
１０．連結送水管
(財)福岡市防災協会へ依頼
１）水圧試験(保持時間　６０分以上)
イ）消火ポンプに連結される配管は、当該ポンプの締切圧力の１.５倍以上
ロ）連結送水管送水口等、各種送水口に連結される配管は、配管の設計送水圧力(ノズル先端における放水圧力が、０．６ ＭＰa(消防長又は消防署長が指定する場合にあっては、当該指定放水圧力)以上になるように送水した場合の送水口における圧力をいう。)の１.５倍の圧力、又は　１７．５ ＭＰaいずれか大なる圧力とし、上記 イ)と兼用される配管は、イ）、ロ）いずれか大なる圧力とする。
８．試運転調整
①
②
(参考)【機　器】
１．機器類の作動状態の確認
２．機器類の運転状態及び作動確認
(熱交換器等)
１)制御装置(監視、記録装置等を含む)の作動確認
単独、連動、自動運転の確認(揚水設備等)
２）振動、騒音、軸受温度、過熱等の状況確認(ポンプ、送風機等)
３）温度又は圧力制御等による点火状態の作動確認(ボイラ－、湯沸器等)
４)運転状態における計器類のチェック(水量、水温、圧力、電流、空気温湿度等)
５)室内環境状態の測定(空調関係)(温湿度、気流、風速、騒音等)
３．調整関係の確認
１）機器類の水量、風量及び温度の調整(揚水ポンプ、消火ポンプ等)
水量及び揚程の調整
４．試運転記録表の確認
５．換気設備(ガス給湯器等)
１）換気量のチェック
６．付属品の取付状態
１）水槽・タンク類
ボ－ルタップの作動状態確認
２）安全装置等の作動確認(ボイラ－、冷暖房、換気設備等)
７．自動制御(空気計装)
１）作動状態の確認
８．流量調整及び作動状態の確認
９．通水試験による漏水チェック
(参考)【消防設備】
１．共通
１）自動運転の確認
２．配管の勾配、流れ方向の確認
（排水、蒸気管等）
３．配管漏れチェック
(参考)【配管付属品】
１．作動状態の確認(流れ方向の指定がある場合はその確認)
１）弁類
２）空気抜き、ドレン抜き、蒸気トラップ、ドレントラップ
３）ストレ－ナ－、エア－フィルタ－
４）メ－タ－(量水器)
２．漏れチェック
(参考)【風道・煙道】
１．作動状態の確認(煙道：ボイラ－、湯沸器等)
１）継目
・気密性(空気漏れ、シ－ル)の確認
２）振動状態の確認
(参考)【風道(ダクト)付属品】(ダンパ－類等)
１．共通
１）作動状態の確認(ダンパ－類等)
２．風量調整ダンパ－
１）各室、各系統の風量の調整確認
９．社内検査
①　体制・時期等
②　内容・要領等
③　社内検査における不合格項目の再検査
※　他に自社にて計画している事項、自社書式に記載している事項等について、追記してもかまわない。
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